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塩害を受けた RC 部材の断面修復に併用する埋設型亜鉛陽極の 

適用方法に関する一考察 ―異なる陽極の時間差適用についてー 

 

濵田 秀則＊・山本 大介＊＊ P. Astuti＊＊＊ R. S. Rafdinal＊＊＊＊ 

A Discussion on Utilization of Zinc Anode Applied in Cross-section Repair of RC Member 
Damaged by Chloride Attack - Time-Lag Application of Different Zinc Anodes - 

by 

Hidenori HAMADA*, Daisuke YAMAMOTO**, Pinta ASTUTI*** and Rafmita Sari RAFDINAL**** 

 
This paper discusses the effectiveness of zinc anode cathodic protection applied to RC beam specimens severely 

damaged by chloride attack. Based on the experiment, that is, the zinc anode cathodic protection is applied to the 41-
year-old RC beam specimens exposed to natural marine environments, suitable application method of zinc anode is 
discussed. In the experiment, repair was performed in three stages. In the first stage, polymer-modified mortar was cast 
to replace existing concrete in the middle tensile part with zinc anodes embedded in the repair mortar. After protective 
current became stable value, the anodes were disconnected from steel bars for a year defined as the second stage. During 
the one year of second stage, the steel bar in the repair area remained be passive state, without any sign of corrosion. As 
for the third stage, additional zinc anodes were installed in the existing concrete part in order to protect the steel in old 
chloride contaminated concrete. From one-year observation after the application of zinc anodes in old concrete part, it is 
confirmed that “time lag application” could stop the corrosion of steel bar in both parts. 
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Steel corrosion, Corrosion prevention, Zinc anode, Patch repair, Chloride attack, Marine condition, Time- 
lag application 

 

1 緒     言 

塩害による鉄筋コンクリート中の鋼材の腐食は，海洋

環境下などにおける鉄筋コンクリートの劣化の主要因と

なる．鉄筋の表面において腐食発生限界塩分濃度を超え

る塩分が存在すると，鉄筋表面の不動態被膜が破壊され

て腐食が始まる 1）．十分な酸素と水分の供給の下で鉄筋の

腐食が進行し，コンクリートのひび割れ，かぶりコンクリ

ートのはく離・はく落，鉄筋の断面減少が生じ，最終的に

は部材耐力の低下へとつながる．このため部材の安全性

能あるいは供用性能が低下し，設計供用期間を満足でき

なくなる事態に陥る 2）． 

塩害により損傷を受けている RC 部材の補修方法の一

つに断面修復工法がある．BS 規格 (British Standard of 

Design Manual for Road and Bridge)3) によると，コンクリ

ート中の塩分濃度がセメント質量に対して 0.3％を超えて

いる場合，もしくは鉄筋の自然電位が－350mV（v.s. SCE）

以下である場合はその部分のコンクリートを除去して，

新しく断面を修復することが規定されている．一般に，劣

化箇所のコンクリートを除去し新しく修復する方法は困

難かつ高価である 4）．一方，近年において電気化学的な補

修工法の技術が向上しており，埋設型亜鉛陽極を用いる

電気防食工法は断面修復部分の鉄筋の腐食を抑制する工

法として実用化されされている 5）． 

断面修復工法に埋設型の亜鉛陽極を併用する方法は，

コンクリート中の塩分含有量が大きい場合や鉄筋の腐食

速度が大きい場合，あるいはコンクリート表面に変状が

認められる場合などに適用されている 6）．しかし，長期間

の補修効果を検証した試験などは未だ極めて少ない．筆

者らは，自然環境下で 41 年間暴露された RC 試験体の断

面修復を行う際に，修復箇所と隣接する旧コンクリート

箇所の双方に亜鉛陽極を埋設する方法を適用し，その補

修効果（防食効果）を確認する実験を行った 7)．その結果，

異なる種類の亜鉛陽極を埋設する場合，双方の陽極から

発生する電流が交互に阻害することを抑制するために時

間差をつけて埋設する必要があることを確認したので本

文で報告する．  
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2 実験の概要（補修の手順） 

2.1 試験に用いたRCはり試験体の概要 

試験に用いた RC はり試験体の長さは 2400mm，断面寸

法は 200×300mm と 150×300mm の 2 種類である．以後，

前者を RC-1，後者を RC-2 とする．引張主鉄筋のかぶり

は 50mm（RC-1）と 30mm（RC-2）である．引張主鉄筋は

異型棒鋼であり，その公称直径は 13mm，引張強度は

363MPa である．圧縮主鉄筋とスターラップには直径 6mm

の丸鋼が使用されており，スターラップの間隔は 100mm

である．はりの断面形状と鉄筋の配置を Fig. 1 に示す． 

 はり試験体の製作には普通ポルトランドセメント

（OPC），骨材には細骨材として川砂（密度 2.25 g/m3，粗

粒率 2.84）および粗骨材として砕石（密度 2.75 g/m3，粗

粒率 6.63）が用いられている．コンクリートの配合を Table 

1 に示す．コンクリート打設後 1 日の脱型まで湿布養生と

し，脱型後は実験室内での気中養生とした．試験体は初期

の 20 年間（1975～1995）は山形県酒田港の干満帯に暴露

され，その後 15 年間（1995～2010）は港湾空港技術研究

所（神奈川県横須賀市）の実験室に静置されていた 8)，9）．

2010 年に九州大学伊都キャンパスに移送し，キャンパス

の屋外環境にて 2016 年まで静置され通算材齢 41 年目で

本試験に用いた． 

2.2 材齢41年時の補修直前における試験体の調査 

コンクリート表面のひび割れおよび錆汁などの劣化を

示す外観的特徴を Fig. 2 に示す．同一の履歴の試験体を材

齢 41 年時点で調査した Dasar らによる試験結果では，50

×100mm 寸法のコア試験体の圧縮強度と静弾性係数は

30.0 MPa および 27.0 GPa であった 10)．これらの値は 28 日

材齢におけるφ100×200mm 試験体を用いた品質管理デ

ータの圧縮強度 30MPa，静弾性係数 22GPa と同等以上で

あることからコンクリートの圧縮強度と弾性係数の低下

は生じていないと推察された．Fig. 3 は，試験体表面のひ

び割れの様子と内部鉄筋の自然電位の分布を示したもの

である．両方のはり試験体において，引張領域内ではり軸

方向と横断方向の双方にひび割れが生じている．はり軸

方向のひび割れは引張鉄筋に沿ったものであり，その最

大ひび割れ幅は RC-1 において 1.9mm，RC-2 において

2.2mm であった．一方，かぶりコンクリートのはく落は両

試験体ともに生じていなかった．自然電位の分布をASTM 

C 876 に準拠して評価すると，RC-1 において「腐食あり」

が 77％，「不確定」が 23％であり，RC-2 においては，「腐

食あり」が 94％，「不確定」が 6％であった．また，表面

付近におけるコンクリート中の塩化物含有量は，RC-1 に

おいて 4.65kg/m3，RC-2 において 4.75kg/m3 であった．こ

の塩化物含有量は，一般的に鋼材腐食発生限界塩分含有

量とされる 1.2～2.4kg/m3 よりも大きな値である．これら

の試験体の劣化度は，土木学会のコンクリート標準示方

書［維持管理編 2018］に基づいて判定すると「劣化度 II-

1（加速期前期）」となる．同示方書によると，これらの試

 
(a) RC-1 

 
(b) RC-2 

Fig.1 Cross section and reinforcing bar layout of RC beams (a) RC-1 and (b) RC-2. 
 

Table 1 Mix proportion of existing concrete. 

MSA 
(mm) 

Slump 
(mm) 

Air 
(%) 

w/c 
(%) 

s/a 
(%) 

Unit weight (kg/m3) 

W C S G Adm. 

20 12±2 4±1 68 47 204 300 793 964 1.2 
MSA: maximum size of coarse aggregate; W: water; C: cement; S: sand; G: gravel; Adm.: admixture 

 

 
Fig. 2 Defective appearance of RC beams. 



 
 

 

験体に対する補修工法として，表面被覆，断面修復，電気

防食，電気化学的脱塩などが示されている． 

2.3 本実験の先行実験の概要について 

本実験は，Rafdinal11)および Astuti12)による先行実験の継

続実験として実施したものである．本節では先行実験の

概要と結論を説明し，本実験に至った経緯を示す． 

Rafdinal は，本実験で用いた試験体 RC-1 および RC-2

を用いて，断面修復部への亜鉛陽極の埋込実験を行った．

詳細は Rafdinal の学位論文 11)に記述しているが，RC-1 に

埋設された亜鉛陽極の個数 9 個は，はり試験体中に存在

する鉄筋の全表面を防食の対象とした場合に必要とされ

る電気量から求めた最小個数である．一方，RC-2 に埋設

された亜鉛陽極の個数 1 個は，断面修復箇所に存在する

鉄筋の表面を防食対象とした場合に必要となる電気量か

ら求めた最小個数である．Rafdinal は当初，RC-1 におい

てははり試験体全体を亜鉛陽極で防食する設計とし，RC-

2 では断面修復部分のみを防食対象として実験を行った．

ちなみに，亜鉛陽極の製造・供給元の技術書に記載されて

いる標準使用個数は，RC-2 のように断面修復箇所に対し

て必要とされる電気量を供給するための個数である．結

果は，RC-1 および RC-2 ともに断面修復箇所の両側の母

材コンクリート部分への電流の供給はほぼゼロであり，

陽極の個数を増やして発生電気量を増大させても，亜鉛

陽極による防食範囲は断面修復箇所に限定されることが

明らかとなった．この理由として，旧コンクリートと断面

修復に用いたポリマーセメントモルタルの境界において

電気的な高抵抗状態が形成されているためと考えられた． 

 Rafdinal の結果を受けて，Astuti は母材コンクリート中

の鉄筋の防食のために，母材コンクリートに対しても埋

込み型の亜鉛陽極を設置する実験を行った 12)．Rafdinal の

実験と Astuti の実験の間隔はほぼ 3 年でありその間は断

面修復箇所の陽極と鉄筋の接続を遮断した状態で試験体

を実験室内で静置した．Astuti は，断面修復箇所における

亜鉛陽極の電流の発生と母材コンクリート部分に埋設し

た亜鉛陽極からの電流発生を同時に開始した．結果とし

て，断面修復箇所の亜鉛陽極，母材コンクリート中の亜鉛

陽極の双方から微量の電流しか発生しなかった．この理

由として，比較的距離が小さな場所で異なる亜鉛陽極を

同時に作動させる場合，何らかの電気的要因で電流発生

が阻害されるものと考えられた． 

 以上の Rafdinal と Astuti による先行実験を経て，本文で

報告する時間差を設けた亜鉛陽極の適用実験を行うこと

 
(a) RC-1 

 

 
(b) RC-2 

 
Remark:  

Anode type A                 Anode type B                Patch repair area 
 

Fig. 4 Repair design, (a) RC-1, (b) RC-2 and (c) anode setting position in patch repair. 

 

 
(a) RC-1 

 
(b) RC-2 

 
Fig. 3 Half-cell potential and crack pattern, (a) RC-1 and (b) RC-2, before repair. 
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とした．隣接する異なる環境に異なる種類の亜鉛陽極を

埋設して鉄筋を防食する場合の最適な防食方法を見出す

ことが本実験の目的である． 

2.4 補修の設計 

事前の外観調査により，引張側中央に複数本のひび割

れが生じていることから，内部鉄筋はすでに腐食が進行

していることが明らかであった．そのため，断面中央にお

いて断面修復を行い，併せて埋設型の亜鉛陽極を適用す

ることとした．埋設する亜鉛陽極の個数は，RC-1 におい

て 9 個，RC-2 において 1 個のままである．また，断面修

復箇所周囲の旧コンクリート箇所に対しても埋設型の亜

鉛陽極を適用し，その部分の鉄筋の腐食を抑制すること

とした．断面修復内および旧コンクリートにおける亜鉛

陽極の埋設箇所を Fig.4 に示す． 

補修は 3 段階で実施した．ステージ I において，亜鉛陽

極を設置し断面修復を行い，通電を行った．ステージ II に

おいては，通電を止めた状態で 1 年間静置した．ステージ

III において断面修復部周囲の母材コンクリート部におい

ても亜鉛陽極を埋設して通電を行った．併せて補修部の

通電も再開した． 

断面修復用の材料として，材齢 28 日における圧縮強度

が 40.5MPa，曲げ強度が 8.6MPa のポリマーセメントモル

タルを使用した（Fig. 5(a)）．また，旧コンクリートとの界

面処理材としてポリマーエマルジョンを使用した（Fig. 

5(b)）．埋設用の亜鉛陽極として，市販の 2 種類，すなわ

ち Type A（旧コンクリート部へ適用）と Type B（断面修

復部へ適用）を用いた（Fig. 5(c) (d)）．断面修復部に埋設

した亜鉛陽極（Type B）のサイズは，厚さ 13mm，幅 45mm，

長さ 140mm である．また，母材コンクリート部に埋設し

た亜鉛陽極（Type A）は，直径 30mm，長さ 130mm のリ

ブがついた円柱型である．Type B の陽極自体は亜鉛ベー

スの合金であり，水酸化リチウムを含むモルタルで包ま

れた構造である．一方，Type A はドリル削孔穴に水酸化

リチウムを含むモルタルを用いてコンクリートに埋め込

んだ．いずれのタイプにおいても水酸化リチウムはモル

タルの高湿度を維持することで亜鉛陽極を活性化するた

めに混入されている 13）． 

2.5 計測項目 

(1) 発生電流密度 

亜鉛陽極から発生する電流を高抵抗電流計により定期

的に計測した．BS 規格 (ES 12696) 14 )によると，防食効果

を有する電流密度の最小値として 0.2µA/m2（防食対象鋼

材表面積に対して）が示されている． 

(2) 自然電位 

鉄筋の自然電位の測定は ASTM C876-15 (2015)に準じ

て実施した．参照電極として飽和カロメル電極（SCE）を

用いて計測を行い，銅硫酸銅電極（CSE）基準値に換算し

た．測定に際しては，コンクリート表面に 50 mm 間隔の

計測点を定め，その点で電位を計測した．結果を電位分布

図で表示した． 

(3) 復極量試験 

亜鉛陽極による防食効果を判定するために復極量試験

を行い，復極量 100 mV を一つの基準として結果の考察を

行った．通電時のオン電位（Eon）を定期的に計測し，通電

遮断直後のインスタントオフ電位（Eoff）と通電遮断 24 時

間後の電位（Erest）の差を復極量とした.なお，通電遮断後

24 時間における電位を自然電位として取り扱った． 
 

3 実験の結果および考察 

3.1 断面修復部分に埋設した亜鉛陽極の挙動 

ステージ I における断面修復の際に，亜鉛陽極を RC-1

において 9 個，RC-2 において 1 個ポリマーセメントモル

タルに埋設したが，この埋設方法などの詳細は既往の文

献（Rafdinal11） and Astuti et al.12）,15)）に詳述している．通

電開始後 2 か月までの鉄筋の電位の経時変化を Fig.6 およ

び Fig.7 に示す．インスタントオフ電位および自然電位の

計測結果より，亜鉛陽極の影響範囲は比較的狭い範囲に

限定されていることがわかる．RC-1 と RC-2 を比較する

と，埋設している 亜鉛陽極の個数の多いRC-1の方がRC-

2 よりも影響範囲は広いものの，RC-1 においても亜鉛陽

極の影響範囲は断面修復内に限られており，断面修復周

囲の旧コンクリート部分まで及んでいない．また，RC-2

においては，亜鉛陽極の影響範囲は断面修復内でもさら

に限定された部分のみとなっている．この結果は他の研

究者による報告（Yoshida et al.16)）と一致するものである． 

3.2 断面修復部分における通電の一時停止 

ステージ I において 200 日間通電を継続し，その後 1 年

間通電を停止した状態を維持した．この通電停止期間を

ステージ II とする．この段階においては，試験体は実験

室内の気中暴露とした．Fig. 8 に通電停止期間中の鉄筋の

自然電位の経時変化を示す．これより，断面修復部分の鉄

筋の自然電位の貴側へのシフトが周囲の旧コンクリート

部分の鉄筋の自然電位の貴側へのシフトよりも大きくな

っていることがわかる．特に，RC-1 において断面修復部

分の鉄筋の自然電位の貴側へのシフトが大きい．この電

位のシフトは 亜鉛陽極による通電の効果であると考え

 

                  
(a) Polymer modified 

cement powder 
(b) Coating agent for 

boundary 
(c) Anode Type A (d) Anode Type B 

Fig.5 Materials used for repairing. 



 
 

 

られる．RC-1 および RC-2 ともに，シフトした後の自然

電位は，ASTM 基準では「90％の確率で腐食なし」と評価

される領域である．この自然電位の貴化は塩分を含んで

いないポリマーセメントモルタルに接していることも理

由の一つと考えられる． 

3.3 旧コンクリート箇所における亜鉛陽極の埋設 

ステージ III において，旧コンクリート部分に 4 個の亜

鉛陽極を埋設し，旧コンクリート部分の鉄筋の防食を行

った．また，旧コンクリート部分の通電開始後 2 か月が経

過した時点で断面修復箇所の亜鉛陽極の通電を再開した．

旧コンクリート部分に埋設した亜鉛陽極からの発生電流

密度は RC-1，RC-2 ともに 10～20 mA/m2であった．この

値は BS EN ISO 1269613 において防食効果を得るための

最小値として示されている値にほぼ等しい値である．旧

コンクリート箇所のインスタントオフ電位，自然電位，お

よび復極量の通電 1 年までの経時変化を Fig. 9，Fig. 10 お

よび Fig. 11 に示す．Fig. 11 には 100 ㎷防食基準も示して

いる．これらの図に示されている結果より，亜鉛陽極を用

いて通電することによりインスタントオフ電位が卑側に

シフトしていることがわかる．また，鉄筋の通電時の電位

（オン電位）は-750 mV（v.s. CSE）よりも卑の値を示した．

これらの結果から，一つの亜鉛陽極の影響範囲は両側に

約 200mm であると推察され，埋設する陽極間の距離は約

400mm が適正であると考えられる． 

24 時間の復極量試験はほぼ 1 か月に一度の間隔で実施

した．RC-1，RC-2 でほぼ同様に，通電開始から約 3 か月

で復極量が 100mV に達し，通電 12 か月までそれが維持

された．亜鉛陽極の通電範囲にある鉄筋の自然電位は貴

側にシフトする傾向を示した．この電位シフトの理由と

して，鉄筋とコンクリートの界面の状況の改善，具体的に

は鉄筋表面の㏗の増大および塩化物イオン濃度の低減が

考えられる．さらには，一種の電着作用による界面の空隙

 
Fig. 6 Instant-off potential of rebar (sacrificial anodes were in patch repair, Stage I). 

 

     
Fig. 7 Rest potential of rebar (sacrificial anodes were in patch repair, Stage I). 

 

     
Fig. 8 Rest potential of tensile steel bar before and after one-year current interruption, Stage II. 



 
 

 

の充填なども生じているものと考えられる．鉄筋表面の

酸素量は低減していることを考えても，通電による副次

的効果により鉄筋が再不動態化することで自然電位の貴

側へのシフトが生じていると考えられる 17),19).  

Fig. 12 は通電開始後 1 年時の自然電位の分布図である．

この図に示されるように，試験体のすべての領域が「90％

の確率で腐食なし」もしくは「不確定」と判定された．こ

のことからも，亜鉛陽極による通電で鉄筋の表面状態が

 
(a) RC-1 

 
(b) RC-2 

 

Remark:  

Fig. 12 Rest potential at the end of the test (1 year after the second anode application). 

  
Fig. 9 Instant-off potential of tensile rebar in RC-1 and RC-2, Stage III. 

 

  
Fig. 10 Rest potential of tensile rebar in RC-1 and RC-2, Stage III. 

 

    
Fig. 11 Depolarization test value of tensile rebar in RC-1 and RC-2, Stage III. 



 
 

 

改善されていることを確認できた．断面修復箇所の鉄筋

の自然電位は，旧コンクリート部分よりもさらに貴側に

シフトしている．断面修復部分に比べて旧コンクリート

部分の自然電位は卑側ではあるものの，腐食が抑制され

ていると判断できる電位レベルである． 

 

6 結    言 

筆者らが行った塩害により劣化した RC 部材の断面修

復時に併用する亜鉛陽極の防食効果に関する実験的検討

から得られた結論を以下に示す． 

(1) 亜鉛陽極から電流を供給することにより，鉄筋の

自然電位の経時的な貴化が生じる．このことから，通電に

より鉄筋の防錆能力が向上していることが推察される． 

(2) ポリマーセメントモルタルによる断面修復を行っ

た箇所の鉄筋は，亜鉛陽極からの通電を停止した後でも

高い防錆性能を維持することができる． 

(3) 断面修復箇所に埋設した亜鉛陽極の場合でも，旧

コンクリート部分に埋設した亜鉛陽極の場合でも，十分

な電流を供給するための隣接する陽極の適正な間隔は

400mm 程度と考えられる． 

(4) 断面修復部分と旧コンクリート部分が隣接する箇

所において双方に亜鉛陽極からの電流を供給するために

は，本実験で実施した時間差法，すなわち電流供給の開始

時をずらす方法が適正な方法の一つであると考えられる． 

(5) 今回用いた補修方法の場合，供用期間中に発生電

流などをモニタリングすることで防食効果を維持し，構

造物の供用期間を延長することができると考えられる． 

 

本実験で用いた亜鉛陽極は，デンカ㈱および㈱ピーエ

ス三菱よりご提供いただいたものを使用しました．両社

のご厚意に心よりお礼申し上げます．また，本実験の遂行

から本文の作成に際して支えていただきました九州大学

コンクリート研究室の教職員，学生諸君に心からのお礼

を申し上げます． 
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